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　大規模停電時でも庁舎機能が維持
できるように、外部からの燃料供給無
しで72時間以上稼働できる非常用自
家発電機に改修する。

　令和７年１月に策定された西東京市
特別支援学級配置計画に基づき、令
和８年４月に本町小学校、住吉小学校、
けやき小学校、柳沢中学校に知的障
害特別支援学級が新設される。

　新町交差点で、白線再標示と赤色
舗装が完了。交通規制は引き続き田無
警察署と連携し、安全を注視する。

　はなバスは運転士不足により減便と
なるが、60分間隔を確保し、利用影
響を最小限に抑える。

問　現状での稼働時間は。また72時
間というのはどういう条件での稼働時
間か。
答　現状、田無庁舎は10時間、保谷
東分庁舎は38時間。72時間稼働の
条件は、消防設備、防災行政無線、揚水・
排水ポンプ、電話機、照明の３割、業
務用端末の３割等を動かすこととなっ
ている。
問　稼働時の騒音や燃料タンクからの
流出の可能性は。
答　超低音仕様を選定している。タン
クは鋼製の内殻と強化プラスチック製
の外郭の二重構造になっているので漏
えいのおそれはない。万が一漏えいし
ても即座に検知する仕組みになってお
り、早急な対応が可能である。
問　具体的な工事スケジュールは。
答　工事は、田無庁舎は令和８年７月
から令和９年１月まで、保谷東分庁舎
は令和８年８月から11月までを予定。

問　開設に向けた取組は。
答　意向調査（第１回は５月～６月、第
２回は９月）、施設見学会、既設校と
新設校の児童生徒の交流、改修工事
（夏季休業期間以降順次）を予定して
いる。
問　意向調査の対象者は。
答　お住まいの地域が通学区域の見
直しの範囲に含まれる方を対象として
いる。集計結果は、学校や保護者の
皆様に情報共有する。
問　指定校変更は可能か。
答　指定校変更承認基準に基づき承
認される。兄弟が同じ学校に通学を希
望する場合や、身体障害・病弱などの
理由、市内転居、いじめなど教育的
配慮が必要な場合を想定している。

問　物理的な対策はあるか。
答　交差点内はカラー舗装をした。段
差の設置は、振動、騒音の原因になる
ことなどから、今回は検討しなかった。

・‌�公共交通ネットワーク推進事業における新たな財源の計上　　　　　　　　　　　　　  
減額　26万8,000円

問　事業者との調整頻度は。
答　事業者からの申し入れ後、ほぼ毎
日調整を行い、実施時期の調整及び
公共交通会議へ諮ることを要望した。

「交通安全対策については、全市的課
題として対策を進められたい。」との
意見を付し、趣旨採択

賛成全員で可決

「はなバスについては、事業者と協力
しながら、運転手の人員確保に努力さ
れたい。」との意見を付し、趣旨採択

「一人でも泣いている者がないように」
西東京市のバス交通網の整備について

検討を求める陳情

工事請負契約の締結について 所管事務の調査＊ 新町４丁目住宅地の生活道路・通学路の交通
安全対策の陳情

庁舎の非常用自家発電機を改修します

 一般会計（第 3 号）
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知的障害特別支援学級の新設へ

動画視聴はここから!
〈委員会中継QRコード〉
（会議録が作成されると視聴は終了します）

３つの分野に分かれて、議案や請願・陳情等を詳細に審査しています。質疑の一部を紹介します。
全文は後日、会議録に掲載されます。公開予定は８面をご覧ください。

質疑の一部を紹介します。詳細は後日、会議録に掲載されます。公開予定は８面をご覧ください。
令和７年度補正予算

問　今回、国の補助の対象になったが、都と国の補助率、
市の負担額は。
答　国の補助率は、全体の事業費に対し500万円までが
定額、それを超えた部分は３分の２。都は、全体の事業費
から国の補助額を引いた残額に対しての２分の１。市の負
担額は、乗車実績にもよるが、約500万円以下の見込み。
問　地域の実情に合わせた運行ルートの見直しや他地域へ
の展開はあるのか。
答　区域内であればルートの見直しが可能。今回の実証運
行の結果を基に、他の交通空白地域等についても議論して
いく。

主な質疑 公共交通空白地域の解消に向けて

・第１子の保育料無償化
・学校給食調理業務の再開への対応

増額 １億1,135万1,000円

主な補正内容　第２号

・定額減税補足給付金給付事業費　　増額　４億1,600万5,000円主な補正内容　第３号

主な補正内容　第４号

賛成全員で可決結果

常任委員会の審査から

問　いつから、どのように実施するのか。
答　令和７年９月１日より、認可・認可外を問
わず、全ての保育施設で第１子の保育料を全
額無償化する。申請手続は保護者に負担がか
からないような形を検討しており、申請が遅
れても９月１日まで遡って適用する。周知は７月
頃から市ホームページや保育園を通じて行う。
問　無償化の対象外となる費用はあるのか。
答　認可外保育施設の入園料は無償化の対
象外。また、０歳から２歳までの給食費は保
育料無償化に伴い実質無
償となるが、３歳から５歳
までの給食費は引き続き
保護者負担となる。

主な質疑 第 1 子の保育料無償化

問　受託に当たっての委託業者からの要望は。
答　作業効率や衛生管理の向上に資する設
備への取替え、設備の容量アップ、調理の動
線を配慮した設備配置などの要望があった。
また、調理室の狭さや設備の種類、配置な
どから効率性に懸念があり、調理補助をする
方の人手に余裕を見る必要性があるとの話が
あった。これらに対しては、運用開始後に協
議していく方針。
問　前委託業者の調理員は新しい業者に引
き継がれるのか。
答　調理員の採用については、委託業者が
判断することになるが、御案内はしている。

主な質疑 学校給食調理業務の再開

結果 賛成全員で可決

賛成全員で可決結果

 一般会計（第 2 号）

主な質疑 問　対象者への周知方法は。
答　対象者にはプッシュ型にて、市から直接お知らせする。また、市ホームページ、
市報等で確認の推奨を行う。

予算特別委員会の審査から

令和7年（2025年）8月15日第111号7

＊所管事務の調査　市から提案された予算案や条例案などの議案を審査するのとは違い、条例の立案や市への政策提言などの政策形成等を目的に、常任委員会が自主的に所管する事務について行う調査




